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議場見学（タブレット採決等のデモンストレーション）

無線ＬＡＮ整備については、泉佐野市議会においては、平成２９
年度の議会改革検討会で決定した議事録のペーパーレス化が、本
年９月議会から実施する予定である。このような中、今回の視察
で、タブレット端末さえあればペーパーレス化が実現する確信を
得た。今後は、タブレット端末の導入を積極的に推進し、議会に
おけるＩＣＴ化の流れをさらに加速させたい。

住民参加については、議会から住民の身近なところでの報告会や
意見交換会を行う意義は大いにあると認識する。但し、その手法
は住民の価値観やライフスタイルが多様化する今日においては、
さまざまな視点から検討が必要である。その点では、市議会だよ
りやホームページをさらに充実させるほうが優先順位が高いので
はないか？と考える。

現在、会派控室からＷｉ-Ｆｉによって議会としてのＩＣＴ化を推
進している。今後は、タブレット端末の導入に併せ、無線ＬＡＮ
環境の整備や各タブレットからインターネットに接続し、情報収
集力を高めることにより、議会内における情報伝達手段を簡易で
効率的なものにしたい。

鹿児島県 霧島市
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議会改革の取組（無線LAN整備・住民参加等）について

泉佐野 市議会

平成30年７月18日（水）　14：00～15：30 ／ 15：30～16：15

無線ＬＡＮ整備については、ＡＶ機器の老朽化（設置後１５年が
経過）に伴い、発言者の音声の聞き取りが悪かったり、合併（平
成１７年に１市６町が合併）後の情報格差に対応するため、平成
２４年度に３,９３２万５千円の事業費で既存の機器の交換に併
せ、４台の５５型モニターや議員席と執行部席に合計６５台のタ
ブレット端末等の導入を図った。また、平成２９年度には６７８
万４千円の事業費で５８台のタブレット端末の更新や議会棟の無
線ＬＡＮ整備を行い、今は議会棟であればどこでもタブレットを
使用できるようになっている。

住民参加については、平成２１年１０月に制定した議会基本条例
を踏まえ、平成２３年４月から「議会報告会」の開催が始まっ
た。現在は、住民のみならず、市内の活動団体や市民グループと
の意見交換も行い、名称も「議員と語ろう会」に変え実施してい
る。

賛成・反対を表明する採決のほか、あらかじめアップデートされ
た写真画像、今までの議案や陳情書、関係資料等をタブレット端
末から操作した。
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ふるさと納税の取組について

 所　見

返礼品は、ブランド力のある地元産品（肉・焼酎）に特化するこ
とで、ふるさと納税制度により、そのブランド力をさらに高め、
地域経済の活性化や産業振興に大きく貢献していることがわかっ
た。また、本市との違いは、数十億円のふるさと納税ポータルサ
イトのシステム管理料を地元業者（株式会社シフトプラス）に支
払うことで、こうした面でも、地元還元の仕組みが構築されてい
る点ではないか？と感じた。

施設見学（中心市街地中核施設「Mallmall（まるまる）」）

この施設は、あらゆる世代の方々に支持される先進的・魅力的な
施設である。また、各施設が複合的に融合しており、それぞれの
施設の来館者数も非常に多くなっており、中心市街地の交流人口
増加に大いに貢献していると思われる。

宮崎県 都城市

 概　要

ふるさと納税の取組について

都城市の「キャッチフレーズ」は～日本一の肉と焼酎～。また、
ふるさと納税は都城市の「地方創生」推進の重要施策。ふるさと
納税の他、全国放送で都城をＰＲしたり、首都圏を中心に都城を
ＰＲしている。なお、寄附金は、平成２６年度は５億円。平成２
７年度は４２億円で全国１位。平成２８年度は７３億円（５２万
件）で全国１位。平成２９年度は７４億円で全国３位。また、平
成２８年度にはふるさと納税返礼品提供事業所の代表者で構成す
る「ふるさと納税振興協議会」を発足し、広告宣伝・イベントに
よるＰＲ戦略や研修会・商品開発・販路開拓による顧客満足度の
向上、ふるさと振興支援制度による地域貢献といった事業を展開
している。

施設見学（中心市街地中核施設「Mallmall（まるまる）」）

中心市街地における中核施設が相次いで閉店したため、中心市街
地の集客力向上が大きな課題となっていた。そこで、平成２４年
９月に地元経済界が主体となり、受け皿会社として、「株式会社
ハートシティ都城」を設立し、都城大丸の跡地を取得した。一
方、平成２７年に中心市街地中核施設整備支援事業基本計画を策
定し、用地取得を含め、中核施設の整備が具体的に動き出した。
対象エリアでは、民間エリアの公募を２回に分けて行うと共に、
公共エリアでは、図書館の指定管理者の公募や図書館以外の施設
の指定管理者の公募を行い、本年４月２８日に公共エリアのみが
開業した。※平成３１年度に全てのエリアが完成予定。
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